
○歳入 （単位：円）
前年度比

決算額( A ) 構成比 決算額( B ) 構成比 ( A )-( B )
①分担金及び負担金 2,326,220,589 52.3% 2,356,385,700 45.0% △ 30,165,111
②使用料及び手数料 992,405,363 22.3% 1,170,032,765 22.3% △ 177,627,402
③国･県支出金 604,954,130 13.6% 622,676,770 11.9% △ 17,722,640
④繰入金 66,063,000 1.5% 72,474,000 1.4% △ 6,411,000
⑤繰越金 206,232,964 4.6% 170,640,820 3.3% 35,592,144
⑥諸収入･財産収入等 1,876,812 0.0% 15,451,493 0.3% △ 13,574,681
⑦組合債 255,400,000 5.7% 829,400,000 15.8% △ 574,000,000
合計 4,453,152,858 100.0% 5,237,061,548 100.0% △ 783,908,690

①分担金及び負担金
　構成市からの負担金及び受益者負担金
②使用料及び手数料
　下水道使用者から徴収する下水処理費用
③国･県支出金
　事業費に充当する国･県からの補助金
④繰入金
　財政調整基金からの繰入金
⑤繰越金
　前年度下水道事業会計の剰余金
⑥諸収入･財産収入等
　銀行預金利子･雑入等
⑦組合債
　下水道事業実施に伴う借入金

○歳出 （単位：円）
前年度比

決算額( A ) 構成比 決算額( B ) 構成比 ( A )-( B )
①議会費･総務費 207,727,398 4.7% 325,243,956 6.5% △ 117,516,558
②下水道整備費 1,379,632,032 31.3% 1,751,027,908 34.9% △ 371,395,876
③下水道管理費 657,608,015 14.9% 864,229,249 17.2% △ 206,621,234
④公債費 2,070,277,748 47.1% 2,037,282,194 40.3% 32,995,554
⑤諸支出金･予備費 88,002,359 2.0% 53,045,277 1.1% 34,957,082
合計 4,403,247,552 100.0% 5,030,828,584 100.0% △ 627,581,032

①議会費･総務費
　議会等に係る費用
②下水道整備費
　処理場･ポンプ場･管渠の建設に係る費用
③下水道管理費
　処理場･ポンプ場･管渠の維持管理に係る
　費用
④公債費
　下水道組合設立から現在までの借入金の
　返済にかかる費用
⑤諸支出金･予備費
　財政調整基金への積立金，予備費

○主な事業内容
　１．処理場建設費
　　１）県南クリーンセンター機械・電気設備改築工事
　　　　老朽化した施設の改築更新を実施
　　２）県南クリーンセンター水処理施設最初沈殿池脱臭設備工事
　　　　水処理施設の脱臭対策として脱臭設備建設工事を実施

　２．幹線管渠整備費
　　１）ポンプ場電気設備改築工事
　　　　老朽化した施設の改築更新を実施
　　２）新川1号幹線工事
　　　   取手市双葉地内の早期供用開始を図る

　３．枝線管渠整備費
　　１）取手市枝線管渠工事

　　２）つくばみらい市枝線管渠工事

　　３）取手市枝線管渠工事（雨水分）

　　４）つくばみらい市枝線管渠工事（雨水分）

◆歳出予算区分の説明◆

　　　　取手市，約15haの面整備を実施

　　　　つくばみらい市，約8haの面整備を実施

　　　　取手市青柳第３排水区の管渠整備工事を実施

　　　　つくばみらい市谷井田第３排水区の管渠整備工事を実施
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①分担金及び負担金 
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②使用料及び手数料 
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平成28年度 歳入額 4,453,152,858円 

平成２8年度 取手地方広域下水道組合一般会計決算内訳 

①議会費･総務費 

4.7% 

②下水道整備費 

31.3% 

③下水道管理費 

14.9% 

④公債費 

47.1% 

⑤諸支出金･予備費 

2.0% 

平成２8年度 歳出額 4,403,247,552円 

 当組合では平成２９年４月１日より地方公営企業法を適用したため，平成２８年度の決算はすべての出納が平成２９年３月３１日をもっ

て終了する打ち切り決算となっている。 


